
目的「働くことと健康に関する調査研究、http://www.med.nagoya-
cu.ac.jp/kouei.dir/moku%20sinkou.html」の女性版は子育て期女性
を 7 年間追跡し、就労と家事が生活習慣や健康指標に与える影響
の評価を目指す。今回、その baseline data で有配偶女性の就労や
子育てと日常的自覚症状の「肩首のこり」、「腰痛」との関連を示
す.　なお、資料はすべて健診時資料と面接による.
対象者 同意を得た健診受診女性 5,737 名のうち、25-49 歳の有
配偶者から「収集後の同意撤回者、対象資料欠損者、重複者、妊
娠中、休職者、学生」を除く 2,754 名. 
自覚症状 症状一覧から「肩首のこり」、「腰痛」を選択した者を
各々の症状「有」とした。「有」は各々 1,138（41.3%）、392（14.2%）
名.
就労 一日就労時間と一週就労日数から週就労時間を求め、
0／≦35／35＜ h/w の 3 群: n=845／975／934.
子育て 無／末子年齢＜6／6≦ の 3 群: n=843／712／1,199.
交絡因子 6 項目-すべて群変数　1] 年齢: 5 歳間隔の 5 群、平均

（SD）=39.7（5.0）歳.　2] BMI: 4 分位の 4 群、平均（SD）=20.7
（2.9）kg/m2. 3] 治療中疾病: 無／有の 2 群、n=2,057／697.　4] 飲
酒: 週 alcohol 量が 0／≦25／25＜ g/w の 3 群、n=1,441／605／
708.　5] 喫煙: 非／既／現の 3 群、n=2,227／327／200.　6] 運動:
週運動時間が 0／≦100／100＜ m/w の 3 群、n=1,785／545／424.
統計処理 Logistic regression analysis で就労時間 3 群、子育て 3
群、および 3×3=9 群で「肩首のこり」、「腰痛」の上記交絡因子を
補正した odds ratio （OR）を算出.
結果・考察 就労時間 3 群と「肩首のこり」、「腰痛」とは関連が
なかった。一方、子が年長では「肩首のこり」が少なかったが （trend
p＜.001）、子育てと「腰痛」とは関連がなかった。3×3=9 群では （下
表）、「肩首のこり」は就労に関わらず子が年長では少なく、就労
と子育ての交互作用はなかった。他方、「腰痛」は子が 6 歳未満で
は就労時間が長いと少なく、他の子育て 2 群での就労と「腰痛」の
関連と異なるため、就労と子育ての「腰痛」への交互作用が窺わ
れる （p for interaction=0.085）.　今後、対象者を 7 年間追跡し、
女性の就労や家庭要因が生活習慣や健康指標に与える中期的影
響を示す.
附 A] 名古屋市立大学大学院医学研究科倫理審査委員会の承認
ずみ.　B] 研究費: 三菱財団、日本健康増進財団、ヘルス・サイエ
ンス・センター、愛知健康増進財団の助成金および文科省科研費
.　C] COI: none.
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子育て期女性の就労と家事の相互健康影響:
baseline data 5-有配偶者の肩首のこり、腰痛
永谷　照男1)、日比野　稔2)、近藤　康明2)

1)名古屋市立大学　大学院医学研究科　公衆衛生学、2)国際セン
トラルクリニック
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転倒防止体操導入の効果について
田中　完1)、友永　泰介1)、坂田　晃一2)、
能川　和浩2)、諏訪園　靖2)

1)新日鐵住金（株)　鹿島製鐵所、2)千葉大学大学院医学研究院
環境労働衛生学

【目的】2008 年から転倒災害防止及び健康増進を目的に体力測定
を開始し、10 年には事業所にて始業前に行う「転倒防止体操」を
作成し導入した。実施の有無は職場での自由選択としたため、事
業所内では、体操しない職場、ラジオ体操を実施する職場及び転
倒防止体操を実施する職場が混在している。今回、導入を行った
転倒防止体操の効果の評価を行った。

【対象と方法】調査対象は、40 才代 131 名、50 才代 512 名の計 643
名の男性とした。1）対象者を 10 年−13 年に実施していた始業前
体操の種類で、「体操なし」「ラジオ体操」「転倒防止体操」の 3 群
に分類した。2）「体操なし」「ラジオ体操」「転倒防止体操」の 3 群
で、調査開始の 10 年の体力測定結果について、各年代で比較検討
を行った。3）「体操なし」「ラジオ体操」「転倒防止体操」の 3 群
で、調査開始の 10 年から 13 年の体力測定結果の変化量につい
て、各年代で比較検討を行った。4）転倒リスクを評価するとされ
る「閉眼片足立ち」「2 ステップテスト」について、生活習慣、体
操の種類、他の測定結果を含めたロジスティック回帰分析を行
い、転倒防止体操の評価を行う。

【結果】1）体操開始時（10 年）では、40 才代で握力について、転
倒防止体操を開始した群で有意に高かったが、その他の測定項目
および 50 才代では全ての項目について有意差を認めなかった。
2）3 年間の変化量についての比較であるが、40 才代の 2 ステップ
テストで、「ラジオ体操」群と比べ「転倒防止体操」群で有意に低
下していた。その他では有意差は認めなかった。転倒リスク要因
といわれる閉眼片足立ちでは、50 才代で「転倒防止」群で、有意
差は認めなかったが、唯一正の改善を認めた。3）ロジスティック
回帰分析の結果では、「閉眼片足立ち」の改善に対して、「2 ステッ
プテスト」の改善がオッズ比 1．419 と有意な関連を認めた。「2 ス
テップテスト」の改善に対して、年代および「閉眼片足立ち」に
有意な関連を認めた。体操の種類については、共に有意な関連は
認めなかった。
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